北海道地方最低賃金審議会
会長　道幸　哲也 様
北海道最低賃金の大幅な引き上げを求める要請書
北海道地域の景気は、「緩やかに回復している」とされていますが、多くの働く者・生活者が景気回復を実感するまでには至っておらず、くらしの底上げ・底支えは実現していません。
働く者を取り巻く現状を見ると、全雇用労働者に占める道内の非正規労働者の割合は過去最高の42.8％、95万６千人に達し、また、道内の生活保護受給者数は約17万人を数えるなど、低所得層の増大や格差の拡大により社会は不安定さを増しています。
中央最低賃金審議会は、2007年度の「成長力底上げ戦略推進円卓会議」、「生活保護に係る施策との整合性に配慮」が盛り込まれた最低賃金法改正（2008年７月施行）、2010年度の雇用戦略対話における最低賃金の引き上げに関する合意（2010年６月）、さらには、2016年６月に閣議決定された政府の「経済財政運営と改革の基本方針2016～600兆円経済への道筋～」および「ニッポン一億総活躍プラン」（年率３％程度として、名目ＧＤＰ成長率にも配意しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均1,000円となることを目指す）を踏まえた議論をつくす必要があります。
超少子高齢化・人口減少が進行する中で、安心できる社会保障制度の構築にむけた道筋が不透明であることなどから、多くの国民が将来への大きな不安を抱えています。特に、最低賃金近傍で働く人々の生活は深刻であり、労働者の生活を支える最大の柱である賃金のセーフティネットたる最低賃金制度の重要度が増しています。最低賃金の引き上げによって賃金全体を底上げし、勤労国民が安心して暮らすために、最低賃金の役割は一段と高まっています。
現行の北海道の最低賃金時間額764円は、法定労働時間フルで働いても、税込み月額13万２千円程度、年額でも159万３千円程度にしかならず、最低賃金の大幅引き上げが必要不可欠となっています。
昨年16円引き上げ改定にともなう影響率は、全労働者で14.8％、パートに至っては37.4％となっており、北海道の非正規比率の高さ、最低賃金に張り付く低賃金体系となっていること、生活困窮の度合いが深まっています。連合調査による「最低限の生活を保障する水準（リビング・ウェイジ）」として示された北海道の「時間額890円」、高卒初任給「時間額882円」にほど遠いものとなっています。特に、低賃金・最低賃金に張り付く賃金体系の北海道においては、地域経済の活性化と所得税収の確保、社会保障制度の維持・充実にむけて、納税を果たせる賃金の確保と、全体の底上げは重要な課題です。
2016年の北海道最低賃金の改定に当たっては、２年続けて審議会で答申された「雇用戦略対話合意の全国最低800円、全国平均1,000円への引き上げ」にむけた道筋を付けるための文言を十分尊重した審議を行うとともに、働く者が経済的に自立可能な水準として、北海道最低賃金を時給1,000円に改定するよう強く要請します。
また、早期の最低賃金引き上げ発効は全労働者の利益であり、10月１日発効にむけて最大限配慮するよう求めます。
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